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東京都中央区入船三丁目７番２号
シンデン･ハイテックス株式会社
代表取締役社長 城 下 　 保

第21回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第21回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席
くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、平成28年６月27日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館　７階　701号会議室
（ご来場の際には、末尾の会場ご案内図をご参照いただき、お間違えのな
いようご注意願います。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第21期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第21期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役12名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、
修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス 　
http://www.shinden.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年４月 １ 日から
平成28年３月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴事業の状況

①　事業の経過及びその成果
当連結会計年度における世界経済は、新興国経済の減速や過剰生産による在庫調整が

続く中国経済が低迷する中、前年に引続き緩やかながらも景気拡大が続いている米国経
済が世界を牽引しつつあります。しかし、テロと難民問題を抱える欧州経済に回復感が
なく、総じて景気回復への出口が見えないまま推移しております。

日本経済につきましては、政府の経済政策による円安局面を背景に輸出環境や国内需
要が改善に向かいつつありましたが、中国の景気低迷の影響により鉄鋼や産業用機械分
野が落ち込むとともに自動車等輸出産業も為替の影響を受け、景気回復感がないまま足
踏み状態にあります。

当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、中国向け及び自動車向
け電子部品の需要が伸び悩み、輸出が減少する等マイナス面が顕在化しました。

このような情勢の下、当社グループは、前年に引続き産業用の液晶販売と電子機器を
中心としたビジネスの営業活動に注力し、液晶、半導体、電子機器の各分野で売上は増
加いたしました。しかしながら、利益率の低下等により、当初の利益計画値を大きく下
回る結果となりました。

当連結会計年度の業績は、売上高は493億80百万円（前期比6.4％増）、営業利益は
３億66百万円（前期比34.5％減）、経常利益は１億68百万円（前期比63.6％減）、親
会社株主に帰属する当期純利益は72百万円（前期比73.1％減）となりました。

品目別では、液晶分野は主力の車載機器向け液晶が第４四半期に大きく減少したもの
の年間ではモニタ向け液晶の売上増加でカバーし、売上高251億28百万円（前期比8.0％
増）となりました。半導体分野は、液晶用のドライバＩＣの販売増により、売上高167
億83百万円（前期比6.8％増）となりました。電子機器分野は、前年に引続き異物検出
器向けや産業用機械向け電子部品が堅調に推移し、売上高58億54百万円（前期比3.8％
増）となりました。その他分野は、売上高16億13百万円（前期比8.8％減）となりまし
た。
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品目別の概況

前連結会計年度 当連結会計年度

品目別 （自　平成26年 4 月 1 日
至　平成27年 3 月31日）

（自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日）

増減率
(％)

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

液 晶 23,267,087 50.1 25,128,623 50.9 8.0

半 導 体 15,719,722 33.9 16,783,214 34.0 6.8

電子機器 5,643,008 12.2 5,854,738 11.8 3.8

そ の 他 1,768,752 3.8 1,613,867 3.3 △8.8

合 計 46,398,570 100.0 49,380,444 100.0 6.4

（注）当社グループの事業は、半導体及び電子部品の販売事業の単一事業であるため、品目別
の販売実績を記載しております。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は５百万
円であります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要運転資金として15の金融機関より長期借入
金として合計6,223百万円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。
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⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、平成27年11月30日付で、子会社であったShinden Trading (Shanghai) 
Co.,Ltd.の全出資持分を売却いたしました。

⑵　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
(平成25年３月期)

第 19 期
(平成26年３月期)

第 20 期
(平成27年３月期)

第 21 期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高 (千円) 31,758,547 38,393,819 46,398,570 49,380,444

経 常 利 益 (千円) 326,762 744,576 462,187 168,061
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 (千円) 180,195 422,138 268,032 72,098

１株当たり当期純利益 (円) 112.48 263.51 166.84 40.34

総 資 産 (千円) 12,014,592 13,754,944 21,058,187 19,469,674

純 資 産 (千円) 2,604,196 3,054,376 3,634,379 3,267,809

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 1,621.28 1,901.71 1,970.54 1,929.35

（注）当社は、平成24年９月４日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま
す。また、平成27年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりま
す。第18期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１
株当たり純資産を算定しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

Shinden Hong Kong 
Limited 2,000千香港ドル 100.0％ 電子部品販売

（注）平成27年11月30日付で、Shinden Trading (Shanghai) Co.,Ltd.の全出資持分を売却
したため、重要な子会社から除外いたしました。
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⑷　対処すべき課題
　当社グループが属しておりますエレクトロニクス業界は、技術革新、企業再編、需給変
動等の状況が恒常的に変化しております。安定的な収益を確保するためには、これらの変
化に迅速に対応していくことが重要であると当社グループは考え、特に下記の３点を重点
課題として取り組んでおります。

①既存顧客との取引基盤の強化
　顧客及び仕入先との関係強化が当社グループの重点課題であると認識しております。
商社機能として求められる調達力、並びに納期・環境・品質等のサプライチェーンマネ
ジメント対応力を強化することにより顧客満足度の向上を図り、販売拡大に努めて参り
ます。また、顧客動向を仕入先に正確かつ迅速に伝えることにより構築した仕入先との
信頼関係を基に、機動的なサービスを提供して参ります。

②新規商材の発掘
　技術革新が頻繁に行われるエレクトロニクス業界においては、当社グループが提供す
る商材の陳腐化を避けるため、顧客ニーズを的確に捉えた最先端の商材を常に取り揃え
ることが重要であると考えております。エレクトロニクス業界での経験豊富な当社グル
ープ役職員のノウハウ・人脈をいかし、技術及び価格等において競争力のある新規仕入
先を既存の事業領域から発掘することはもとより、当社グループが属するエレクトロニ
クス業界の周辺業界領域まで範囲を広げ、競争力のある新規商材を発掘し取り扱ってい
くこと等により、販売拡大に努めて参ります。

③資金調達の多様化及び財務体質の強化
　当社グループは、事業のための運転資金を借入金を中心として調達しております。現
状、取引金融機関との関係は安定的に推移しており、当社グループに対する融資方針に
も特段の変化はないものと考えております。当社グループの業容拡大に対応した資金調
達は、重点課題の一つであると認識しております。その為、今後とも金融機関からの借
入金により事業資金を調達するほか、新株発行・シンジケートローン・社債発行等、資
金調達の多様化を図るとともに財務体質の強化に努めて参ります。
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⑸　主要な事業内容（平成28年３月31日現在）
　当社グループは、当社、海外子会社５社により構成されており、液晶、半導体、電子機
器の仕入及び販売を主たる業務としております。
　当社は、国内電子機器メーカを主な顧客としております。海外子会社は、それぞれの地
域で主に日系企業に販売しております。
　当社グループの当該事業に係る主な取扱商品及び位置付けは、次のとおりであります。
なお、当社グループの取扱商品はセグメント間で共通しているため、セグメント情報に関
連付けた記載はしておりません。参考のため、品目区分として記載しております。

①　液晶商品
　主に韓国の液晶メーカより仕入れた液晶モジュールを顧客へ販売しております。

②　半導体商品
イ．　メモリ：メモリには、パソコンの主記憶装置として多く使われ、また多くのデジ

タル家電製品に使われるＤＲＡＭ、デジタルカメラ画像保存用デバイスや音楽プ
レーヤに欠かせないＮＡＮＤフラッシュメモリ等、多様な種類の商品があります。

　当社は、主に韓国のメモリメーカより仕入れた商品を顧客へ販売しております。
当該商品は、コピー、プリンタ、デジタルカメラ、ＡＶ機器等に使用されており
ます。

ロ．　ＡＳＳＰ（注）１、ＡＳＩＣ（注）２、ＣＰＵ（注）３、ＧＰＵ（注）４：ＡＳ
ＳＰ、ＡＳＩＣについては、米国、韓国メーカより仕入れ、国内顧客へ販売して
おります。

　また、ＣＰＵ、ＧＰＵについては、パソコンで多く使われている商品ですが、当
社は米国メーカより仕入れ、パソコン用途以外の顧客向けに販売しております。

ハ．　ＬＥＤ：当社は韓国メーカより仕入れたＬＥＤを顧客に販売しております。
ニ．　ファウンドリ（注）５：当社は、顧客からの半導体の設計データを受け、その要

求を満たすことのできる、韓国・米国の半導体メーカに製造依頼し、完成品を依
頼元の顧客へ販売しております。

（注）１．ＡＳＳＰ（Application Specific Standard Product）：ある特定用途（ア
プリケーション）に向けて開発された汎用ＩＣです。

２．ＡＳＩＣ（Application Specific Integrated Circuit）：ある特定用途、顧
客向けに開発されたカスタムＩＣです。

３．ＣＰＵ（Central Processing Unit）：コンピュータ等において中心的な処
理装置として働く電子回路のことです。中央処理装置や中央演算処理装置
等と訳されます。
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４．ＧＰＵ（Graphics Processing Unit）：３Ｄグラフィックスの表示に必要
な計算処理を行う半導体デバイスです。

５．ファウンドリ：顧客から設計データを受け取り、その設計に沿って、半導体
メーカが半導体ウェハを製造することです。

③　電子機器商品
　国内メーカの検査装置モジュール及び国内、台湾のモジュールメーカより仕入れたメ
モリモジュールを顧客へ販売しております。また、イタリアのメーカより仕入れた通信
モジュールを国内の顧客へ販売しております。

④　その他
　電池関連商品及び半導体・液晶用部材を顧客へ販売しております。

品目 用途 取扱会社
液晶 液晶モジュール カーナビ

プリンタ
産業用機器

当社
Shinden Hong Kong Limited
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden (Thailand) Co., Ltd.

半導体 メモリ プリンタ
ＭＦＰ
デジタルカメラ
産業用機器
カーナビ
カーオーディオ

当社
Shinden Hong Kong Limited
Shinden Hightex Korea Corporation
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden (Thailand) Co., Ltd.

ＡＳＳＰ デジタルカメラ
カーナビ
産業用機器
メモリモジュール部材

当社
Shinden Hong Kong Limited

ＡＳＩＣ ＭＦＰ
プリンタ
産業用機器

当社

ＣＰＵ・ＧＰＵ アミューズメント
産業用機器
ＭＦＰ

当社
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品目 用途 取扱会社
半導体 ＬＥＤ 民生用機器

ＯＡ機器
当社
Shinden Hong Kong Limited
Shinden Hightex Korea Corporation

ファウンドリ スマートフォン
ＴＶ
カーオーディオ
通信モジュール

当社

電子機器 検査装置モジュール 産業用機器 当社
メモリモジュール サーバー

ＭＦＰ
メモリモジュール部材

当社
Shinden Hong Kong Limited

通信モジュール 車載用機器
産業用機器

当社

その他 電池関連商品 産業用機器 当社
Shinden Hightex Korea Corporation

部材 半導体・液晶用部材 当社
Shinden Hong Kong Limited
Shinden Korea Techno Co., Ltd.

⑹　企業集団の主要拠点（平成28年３月31日現在）
①　当社

本 社 東京都中央区

営 業 部 静岡営業部（静岡県駿東郡長泉町）、大阪営業部（大阪府大阪市）

営 業 所 名古屋営業所（愛知県名古屋市）、福岡営業所（福岡県福岡市）

（注）１．平成27年７月１日付で、福岡事務所は、福岡営業所に変更となりました。
２．平成28年３月31日付で、仙台営業所及び熊谷営業所を本社に統合いたしました。
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②　子会社

Shinden Hong Kong Limited 本社（中華人民共和国香港特別行政区）

Shinden Hightex Korea 
Corporation 本社（大韓民国ソウル特別市）

Shinden Korea Techno Co., Ltd. 本社（大韓民国ソウル特別市）

Shinden Singapore Pte.Ltd. 本社（シンガポール共和国）

Shinden(Thailand) Co.,Ltd. 本社（タイ王国バンコク市）

（注）平成27年11月30日付で、Shinden Trading (Shanghai) Co.,Ltd.の全出資持分を売却
しました。

⑺　使用人の状況（平成28年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

日 本 117（33）名 2名増（0名増）

海 外 13 （2） 4名減（0名増）

合 計 130（35） 2名減（0名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グ
ループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託社員、契約社員、パート及び派遣社
員を含む、は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．使用人の算出において、連結子会社（海外）については、平成27年12月31日現在の使用人数
を用いております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

117（33）名 2名増（0名増） 48.1歳 7.7年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者数（嘱託社員、契約社員、パート及び派遣社員を含む、は（　）内に、年間の平均人員
を外数で記載しております。
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⑻　主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,303百万円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,726百万円
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,217百万円
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,163百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 976百万円

（注）１．当社は運転資金の安定的かつ効率的な調達を行うため、取引金融機関と以下の借入
契約を締結しております。
①株式会社りそな銀行と借入極度額12百万米ドルの外貨建コミットメントライン

契約
②株式会社みずほ銀行と借入極度額７百万米ドルの外貨建貸付契約
③株式会社北陸銀行と借入極度額500百万円の当座貸越契約
④大阪府信用農業協同組合連合会と借入極度額300百万円の当座貸越契約

２．当該契約に基づく当連結会計年度末日の借入実行残高は、全てございません。
３．仕入先に対する支払債務保証として、株式会社みずほ銀行他３行からなるシンジケ

ートによる協調支払承諾1,200百万円の契約を締結しております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 6,400,000株
（注）平成27年９月１日付にて実施した株式分割(１株を２株に分割）に伴い、発行可

能株式総数は3,200,000株増加しております。

②　発行済株式の総数 1,841,200株（自己株式151,700株を含む）
（注）１．平成27年９月１日付にて実施した株式分割(１株を２株に分割）に伴い、発

行済株式総数は920,600株増加しております。
２．ストックオプションの行使により、発行済株式の総数は1,400株増加してお

ります。

③　株主数 1,133名

④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

貝 塚 　 進 202,800　株 12.0％

城 下 　 保 140,800 8.3

河 合 　 優 84,000 5.0

シ ン デ ン ハ イ テ ッ ク ス 社 員 持 株 会 83,600 4.9

齋 藤 敏 積 33,200 2.0

佐 々 木 　 　 　 守 32,000 1.9

ケ ー エ ス 興 産 有 限 会 社 32,000 1.9

鈴 木 　 淳 26,400 1.6

有 限 会 社 ポ ー ソ ン 25,600 1.5

藤 田 豊 彦 24,400 1.4

（注）１．当社は、自己株式を151,700株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権の状況
第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成23年４月19日

新 株 予 約 権 の 数 25個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 5,000株
(新株予約権１個につき200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引き換えに
払い込みは要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
400,000円

(１株当たり 2,000円)

権 利 行 使 期 間 平成25年７月１日から
平成32年６月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 25個
目的となる株式数 5,000株
保有者数 5名

社 外 取 締 役
新株予約権の数 ー個
目的となる株式数 ー株
保有者数 ー名

監 査 役
新株予約権の数 ー個
目的となる株式数 ー株
保有者数 ー名

（注）１．新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社または当社の子会社（財務諸表等
の用語、様式及び作成方法に関する規則第8条第3項に規定するものをいう。）の取締役、
監査役、または使用人の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任その他こ
れに準ずる正当な理由ある場合はこの限りでない。

２．新株予約権の譲渡、質入れ（担保設定その他の処分を含む）、及び相続はこれを認めない。
３．新株予約権の一部行使はこれを認めない。
４．その他の新株予約権の行使については、本新株予約権の発行にかかる株主総会及び取締役

会決議に基づき当会社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。

５．平成27年９月１日付で行った１株を２株にする株式分割により、「新株予約権の目的とな
る株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されており
ます。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③　その他新株予約権に関する重要な事項
　該当事項はありません。

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成28年３月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 城 下 　 保

取 締 役 副 社 長 鈴 木 　 淳

常 務 取 締 役 齋 藤 敏 積

管理管掌
Shinden Hong Kong Limited
　　　　　　　　　非常勤取締役
Shinden Hightex Korea Corporation
　　　　　　　　　非常勤監査役

常 務 取 締 役 富 澤 　 彰 特別営業管掌

取 締 役 西 本 順 一 西日本営業本部長

取 締 役 内 藤 義 之 販売推進企画本部長

取 締 役 大 曽 根 　 幸 　 三

常 勤 監 査 役 若 島 勝 義

監 査 役 佐 藤 裕 一

公認会計士佐藤裕一事務所　代表
エイベックス・グループ・ホール
ディングス株式会社　社外取締役
株式会社シモジマ　　社外監査役
株式会社東葛ホールディングス
　　　　　　　　　　社外監査役

監 査 役 久 田 　 仁

（注）１．取締役大曽根幸三氏は、社外取締役であります。
２．監査役佐藤裕一氏及び監査役久田仁氏は、社外監査役であります。
３．両社外監査役と当社の間には、利害関係は存在せず、社外監査役としての職務が適切に遂行で

きるものと判断しております。
４．社外監査役佐藤裕一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。また、社外監査役久田仁氏は、長年にわたり上場企業他社の役員を歴
任しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．当社は、社外取締役大曽根幸三氏及び社外監査役佐藤裕一氏並びに社外監査役久田仁氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

６．平成27年６月23日開催の第20回定時株主総会終結におきまして、大曽根幸三氏が取締役に新
たに選任され、就任いたしました。
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７．事業年度中に取締役の地位及び担当を以下のとおり変更しております。

氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日

鈴 木 　 淳 常 務 取 締 役 取 締 役 副 社 長 平成27年６月23日

齋 藤 敏 積 取 締 役
管 理 本 部 長

常 務 取 締 役
管 理 管 掌 平成27年６月23日

富 澤 　 彰 取 締 役
特 別 営 業 本 部 長

常 務 取 締 役
特 別 営 業 管 掌 平成27年６月23日

赤 澤 耕 治 取 締 役
東 日 本 営 業 本 部 長

常 務 取 締 役
東 日 本 営 業 管 掌 平成27年６月23日

８．事業年度中に退任した取締役は以下のとおりであります。

氏 名 退 任 日 退任理由 退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

赤 澤 耕 治 平成27年６月27日 逝去 常務取締役　東日本営業管掌

②　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

8名
（1）

61百万円
（2）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

15
（7）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

11
（3）

76
（9）

（注）１．上記には、事業年度中に退任した取締役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成８年５月30日開催の第１回定時株主総会において、年額200百万

円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成８年５月30日開催の第１回定時株主総会において、年額50百万円

以内と決議いただいております。

ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

ハ．社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

－ 14 －

会社役員の状況



③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　監査役佐藤裕一氏は、公認会計士佐藤裕一事務所代表、エイベックス・グループ・
ホールディングス株式会社　社外取締役、株式会社シモジマ　社外監査役及び株式会
社東葛ホールディングス　社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関
係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 大 曽 根 　 幸 　 三
平成27年６月23日就任以降に開催された取締役会18回のうち18
回出席いたしました。出席した取締役会において、主に経験豊富な
経営者の観点から議案審議等に必要な発言を、適宜行っておりま
す。

監査役 佐 藤 裕 一
当事業年度に開催された取締役会21回のうち20回、監査役会13回
のうち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会
において、主に財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的見
地から議案審議等に必要な発言を、適宜行っております。

監査役 久 田 　 仁
当事業年度に開催された取締役会21回のうち20回、監査役会13回
のうち13回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査役会
において、主に経験豊富な経営者の観点から議案審議等に必要な発
言を、適宜行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項規定の損害賠償責任
を限定する契約は締結しておりません。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　東陽監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 27,188千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につ
いて同意の判断をいたしました。

３．当社の重要な子会社であるShinden Hong Kong Limitedは、当社の会計監査人と同一のネット
ワークに属しているBDO Limitedの法定監査を受けております。

③　非監査業務の内容
　当社の重要な子会社であるShinden Hong Kong Limitedは、当社の会計監査人と同
一のネットワークに属しているBDO Tax Limitedの税務計算及び税務申告業務に対し、
対価を支払っております。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条第１項各号に定める監査役全員の同意による会計監査人の解
任のほか、原則として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場
合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を株主総会に提案することといたしま
すが、その議案の内容は監査役会が決定いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人東陽監査法人は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しておりません。
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社が取締役会において定めている業務の適正を確保するための体制の内容の概要は次
のとおりであります（平成27年４月16日改定）。
（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①当社は、当社グループの適正且つ健全な経営を実現するべく、企業行動憲章を制
定し、取締役・使用人が国内外の法令、社内規程、社会規範・倫理等のルールを
遵守した行動をとるためのコンプライアンス体制を確立する。

②この徹底を図るため、ＣＳＲ委員会を設ける。同委員会は代表取締役社長を責任
者とし、管理本部人事総務部に事務局を置く。委員を当社各本部に配置する。

③同委員会は役職者に対する教育及び啓発に取り組むと供に、通報窓口を事務局に
設置する他、外部の専門機関に直接通報できる体制もとる。また、モニタリング
を内部監査室が担当し実効性を高める。

④これらの活動は、同委員会より必要に応じて、取締役会及び監査役会に報告する。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①当社は文書管理規程を定め、これにより次の各号に定める文書（電磁的記録を含

む。以下、同じ）を関連資料とともに保存する。保管責任者は人事総務部統括責
任者とする。
イ．株主総会議事録
ロ．取締役会議事録
ハ．稟議書
ニ．官公庁に提出した書類の写し
ホ．その他文書管理規程に定める文書

②前項各号に定める文書の保存期間は文書管理規程に定め、取締役または監査役か
ら閲覧の要請があった場合、本社において速やかに閲覧が可能である。

③第１項の文書管理規程の改訂は、取締役会の承認を得るものとする。
④内部監査室は、保管責任者と連携の上、文書等の保存及び管理状況を監査する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループの持続的な発展を可能とするため、想定される企業リスクに迅速且

つ適切に対応するリスク管理体制を、ＣＳＲ委員会を核として、次のとおり構築
する。

②同委員会は、当社グループにおける想定リスクを基に危機管理規程の制定及び具
体的な方法を示したマニュアルの作成を行う。その上で、社内での周知徹底を図
り、その実効性を高めるものとする。
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③同委員会は、配置した委員と連携を図り、日常的なリスク監視に努めると共に新
たな想定リスクへの対応方法を整備する。
また、緊急時の初動対応から復旧までの行動基準等を策定し、不測の事態が発生
した場合に備えている。

④内部監査室は、同委員会と連携の上、リスク管理体制に対するモニタリング体制
を構築している。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
当社は、以下の経営システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図っている。
①当社取締役会は、当社グループの取締役及び社員が共有する全社的な目標を定め、

この浸透を図るとともに、この目的に基づく３事業年度を期間とする「中期経営
計画」を策定する。

②また、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、毎期、当社グル
ープの業績目標を年度予算として設定する。

③当社グループの目標達成の進捗状況管理は、当社の取締役・本部長及び統括責任
者を構成員とする予算会議並びに取締役会による月次実績のレビューを行い、必
要な審議または決定を諸規程に基づき行う。

④当社取締役及び当社グループの取締役は、委任された事項について、組織規程及
び職務権限規程の一定の意思決定ルールに基づき業務執行する。また、当社の取
締役会は業務執行の効率化のため、随時、必要な決定を行うものとする。

（５）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制

①当社は関係会社管理規程を設けており、子会社の取締役等の職務執行等に係る重
要事項に関して、当社に情報を提供・報告することを義務づけている。その中で、
職務執行に関し当社の承認を要する事項、また営業の状況、予実差異を含む月次
等の業績、財務状況を定期的に報告すべき事項として規定している。

②当社グループにおいては、企業行動憲章を制定し、ＣＳＲ委員会の事務局である
管理本部人事総務部が子会社におけるコンプライアンス体制に関し教育及び啓発
に取り組むと共に、必要に応じ当社から役員の派遣を行い、その浸透を図り、内
部監査室がモニタリングに当たっている。

③当社グループにおけるリスク管理は、子会社を含めた運用を行っており、ＣＳＲ
委員会事務局と子会社の責任者が連携を図り、日常的なリスク管理に努めている。

④当社グループにおいては、子会社を含めたグループ目標である中期経営計画及び
年度予算を定め、これに基づく業務執行上の所要事項に関しては関係会社管理規
程により当社が関与し、グループマネージメントの最適化に努めている。
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（６）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①内部監査室員の任免、異動については、代表取締役社長は監査役会の意見を尊重
する。

②監査役の補助使用人である内部監査室が、監査役会から要望された事項の情報収
集及び調査を行う場合は、監査役会の指揮・命令に従い、業務執行者からは独立
して行える職務環境を整備するとともに、万一、反した場合は処分の対象とする
旨、確認する。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制

①当社は常勤監査役が取締役会等重要な会議に出席しており、適宜監査役からの質
疑を実施可能な体制を取っている。

②監査役から報告要請があれば、担当部署が迅速に対応することとなっており、監
査役はその権限に基づき､円滑な活動が可能である。

③取締役及び使用人は、法定の事項、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす
おそれのある事項並びに内部監査の実施状況等を監査役会に報告する。

（８）子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監
査役設置会社の監査役に報告をするための体制

①当社グループの役職員は、当社監査役が業務執行に関する事項について報告を求
められたときは、速やかに適切な報告を行う。

②当社の内部通報規程に基づき、当社グループの役職員は、法令等の違反行為等の
事実を発見次第、ただちに内部通報窓口（社内通報窓口として、ＣＳＲ委員会及
び監査役としている。）に通報することとする。

（９）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制

当社は、内部通報規程において、当社監査役へ報告を行った当社グループの役職員
に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止すること
を明記し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

（10）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他当該職務
 の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づ
く費用の前払い等の請求をしたときは、管理本部において審議の上、当該請求に
係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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②監査役が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査役のための顧問と
することを求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、その費用を負担する。

（11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、代表取締役社長をはじめ、他の取締役及び各使用人から、適宜個別の

ヒアリングや意見交換を実施することができる。
②監査役は、内部監査室と日常的に意見交換等の連携をとり、内部監査の結果報告

を受け、監査役が必要と認めたときは、追加監査の実施又は業務改善等の施策を
求めることができる。

（12）反社会的勢力排除に向けた体制
①当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体には、代表

取締役社長以下、組織全体として毅然とした態度で臨み、不当要求に対しては断
固として対決し、関係遮断を徹底することを、企業行動憲章に定め、当社及び当
社グループに周知徹底する。

②反社会的勢力に対する対応統括部署は管理本部人事総務部とし、平素より警察な
ど外部関係機関との連携を緊密に保ち情報収集に努めるとともに、事案の発生時
には迅速に対応できる体制を構築する。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
（１）当社は、当事業年度において、21回の取締役会を開催しました。取締役会では、

法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等に関する重要事実を決定し、月
次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定款等への適合性及び
適正性の観点から審議しました。

（２）当社は、当事業年度において、13回の監査役会を開催しました。監査役会は、監
査方針、監査計画を協議決定し、取締役会等の会議への出席、業務及び財産の状況
の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守について監査しました。

（３）内部監査室は、内部監査年間計画に基づき、全部署及び全ての当社子会社を対象と
して、職務執行の状況、規定の運用状況等を監査し、被監査部署に業務改善事項の
助言及び勧告を行いました。

（４）当社は、内部統制評価基本計画に基づき、金融商品取引法に基づく全社的な内部統
制、決算財務プロセス統制及び主要な業務プロセスの統制について、整備状況及び
運用状況について有効性の評価を実施しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

器 具 及 び 備 品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

19,278,910

5,269,179

8,020,594

5,544,119

70,098

395,751

△20,832

190,763

12,874

4,194

8,679

6,054

171,834

157,455

5,549

8,832

△2

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 10,719,394

買 掛 金 3,580,466
短 期 借 入 金 3,169,243
１年内返済予定長期借入金 3,590,124
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 175,000
未 払 法 人 税 等 16,587
賞 与 引 当 金 57,764
そ の 他 130,207

固 定 負 債 5,482,470
社 債 190,000
長 期 借 入 金 5,260,014
退 職 給 付 に 係 る 負 債 22,168
そ の 他 10,287

負 債 合 計 16,201,865
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,215,828
資 本 金 993,136
資 本 剰 余 金 673,636
利 益 剰 余 金 1,884,246
自 己 株 式 △335,191

その他の包括利益累計額 43,804
為 替 換 算 調 整 勘 定 43,804

非 支 配 株 主 持 分 8,176
純 資 産 合 計 3,267,809

資 産 合 計 19,469,674 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,469,674

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 49,380,444
売 上 原 価 46,933,401

売 上 総 利 益 2,447,043

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,080,689

営 業 利 益 366,353

営 業 外 収 益 36,493

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,215

そ の 他 営 業 外 収 益 33,278

営 業 外 費 用 234,786

支 払 利 息 154,140

そ の 他 営 業 外 費 用 80,645

経 常 利 益 168,061

特 別 損 失 4,901
関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 4,901

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 163,159

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 87,268

法 人 税 等 調 整 額 2,893 90,162

当 期 純 利 益 72,997

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 898

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 72,098

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 991,736 672,236 1,894,939 － 3,558,912

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 1,400 1,400 2,800

剰 余 金 の 配 当 △82,791 △82,791

親会社株主に帰属する当期純利益 72,098 72,098

自 己 株 式 の 取 得 △335,191 △335,191

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 1,400 1,400 △10,692 △335,191 △343,083

当 期 末 残 高 993,136 673,636 1,884,246 △335,191 3,215,828

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 9 66,473 66,482 8,984 3,634,379

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 2,800

剰 余 金 の 配 当 △82,791

親会社株主に帰属する当期純利益 72,098

自 己 株 式 の 取 得 △335,191

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △9 △22,669 △22,678 △807 △23,486

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △9 △22,669 △22,678 △807 △366,570

当 期 末 残 高 － 43,804 43,804 8,176 3,267,809

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　　５社
連結子会社の名称　　　　　　　Shinden Hong Kong Limited

Shinden Hightex Korea Corporation
Shinden Korea Techno Co., Ltd.
Shinden Singapore Pte. Ltd.
Shinden (Thailand) Co., Ltd.

Shinden Trading (Shanghai) Co., Ltd.は全出資持分を売却したため、連結の範囲から除外して
おります。

⑵　連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社の決算日は、12月末日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法、連結子会社は主として定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
器具及び備品　　３～10年
その他　　　　　２～15年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定
額法によっております。

ハ．リース資産　　　　　　　　全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産で
あり、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給
見込額のうち当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

④　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引

は行わない方針であります。
ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　金利スワップについて、特例処理の要件を満たしていることから、

有効性の評価を省略しております。
⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．繰延資産の処理方法
株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

ロ．退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に
基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債
務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生額について発生年度に費用処理することとしてお
ります。

ハ．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更
　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会
計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月
13日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７
号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当連結会計年度から適用
し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上
するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしまし
た。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に
よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させる
方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分
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への表示の変更を行っております。
　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４）、連結会計基準第44
－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項(４）に定める経過的な取扱いに従っており、当
連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
　なお、これによる連結計算書類に与える影響額はありません。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 33,369千円
⑵　保証債務

保証債務残高
　　他の会社の仕入債務に対し、保証を行っております。

　　エスディーデバイス（株） 328,577千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 1,841,200株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額 (円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月23日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 82,791 90 平成27年３月31日 平成27年６月24日

（注）当社は、平成27年9月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。平成27年6月
23日定時株主総会決議については当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものにつき、次の
とおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額(円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月28日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 67,580 40 平成28年３月31日 平成28年６月29日

⑶　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな
る株式の種類及び数

普通株式 58,400株
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
す。
　借入金の使途は主として運転資金であります。
　デリバティブ取引は、為替変動リスク、支払金利変動リスクを回避するために利用しており、投機
的な取引は行っておりません。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 5,269,179 5,269,179 －
⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 8,020,594 8,020,594 －
⑶ 差 入 保 証 金 157,455 157,455 －

資 産 計 13,447,229 13,447,229 －
⑷ 買 掛 金 3,580,466 3,580,466 －
⑸ 短 期 借 入 金 3,169,243 3,169,243 －
⑹ 社　　　　債（※1） 365,000 364,926 △73
⑺ 長 期 借 入 金 （ ※ 1 ） 8,850,139 8,854,429 4,290

負 債 計 15,964,849 15,969,065 4,216
 デリバティブ取引（※ 2） (4,884) (4,884) －
（※1）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている社債及び長期借入金を含めております。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（　）で示しております。
（注）金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金及び⑵　受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑶　差入保証金
これらは主に仕入先に対する営業保証金であり、同額以上の買掛債務があることから、当該帳簿
価額によっております。

⑷　買掛金及び⑸　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。
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⑹　社債
当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間を考慮し再評価し
た現在価値により算定しております。

⑺　長期借入金
長期借入金のうち、変動金利による借入は、短期間で市場金利を反映しているため、時価は帳簿
価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。固定金利による借入は、元利金の
合計額を当該借入の残存期間を考慮し再評価した現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、金利スワップの特例処
理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、その時価は、
当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記⑺参照）。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,929円35銭
⑵　１株当たり当期純利益 40円34銭

（注）当社は、平成27年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当連結会計
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」を算定しております。

７．その他の注記
＜追加情報＞

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する

等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に
開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金
資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前連結会計年度の計算において使用した
32.3％から平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度
に解消が見込まれる一時差異については30.9％に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に
解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

　　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は5,132千円減少
し、法人税等調整額が5,132千円増加しております。
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
未 収 入 金
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
器 具 及 び 備 品
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

18,818,696
4,954,646

110,424
7,994,554
5,305,948

278,719
52,257
61,749
62,852

△2,457
254,888

7,221
3,911
2,453

856
4,578
1,311
3,267

243,088
83,408

140,462
9,736

48,270
△38,790

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 10,613,496

買 掛 金 3,493,349
短 期 借 入 金 3,166,308
１年内返済予定長期借入金 3,590,124
１ 年 内 償 還 予 定 社 債 175,000
未 払 法 人 税 等 13,294
未 払 費 用 85,095
賞 与 引 当 金 55,557
そ の 他 34,767

固 定 負 債 5,453,518
社 債 190,000
長 期 借 入 金 5,260,014
そ の 他 3,503

負 債 合 計 16,067,014
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 3,006,569
資 本 金 993,136
資 本 剰 余 金 673,636

資 本 準 備 金 673,636
利 益 剰 余 金 1,674,988

利 益 準 備 金 27,881
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,647,106

繰 越 利 益 剰 余 金 1,647,106
自 己 株 式 △335,191

純 資 産 合 計 3,006,569
資 産 合 計 19,073,584 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,073,584

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 48,222,901
売 上 原 価 45,976,667

売 上 総 利 益 2,246,233

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,834,645

営 業 利 益 411,588

営 業 外 収 益 101,493

受 取 利 息 及 び 配 当 金 68,986

そ の 他 営 業 外 収 益 32,506

営 業 外 費 用 260,289

支 払 利 息 151,932

そ の 他 営 業 外 費 用 108,356

経 常 利 益 252,792

特 別 損 失 1,576
関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 1,576

税 引 前 当 期 純 利 益 251,216

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 81,632

法 人 税 等 調 整 額 20,790 102,423

当 期 純 利 益 148,793

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年 4 月 1 日
至　平成28年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 991,736 672,236 672,236 27,881 1,581,104 1,608,985

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,400 1,400 1,400

剰 余 金 の 配 当 △82,791 △82,791

当 期 純 利 益 148,793 148,793

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 1,400 1,400 1,400 － 66,002 66,002

当 期 末 残 高 993,136 673,636 673,636 27,881 1,647,106 1,674,988

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 － 3,272,958 9 9 3,272,968

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 2,800 2,800

剰 余 金 の 配 当 △82,791 △82,791

当 期 純 利 益 148,793 148,793

自 己 株 式 の 取 得 △335,191 △335,191 △335,191

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △9 △9 △9

当 期 変 動 額 合 計 △335,191 △266,389 △9 △9 △266,398

当 期 末 残 高 △335,191 3,006,569 － － 3,006,569

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………………移動平均法による原価法
その他有価証券（時価のあるもの）……決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

その他有価証券（時価のないもの）……移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）………定率法
②　無形固定資産　　　　　　　　　　………定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基
づく定額法によっております。

③　リース資産
　全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産であり、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰
属する額を計上しております。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま
す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

③　ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
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④　ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップについて、特例処理の要件を満たしていることから、有効性の評価を省略しており
ます。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

　株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。
②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額

25,122千円
⑵　関係会社に対する金銭債権債務

金銭債権 637,999千円
金銭債務 25,787千円

⑶　保証債務
保証債務残高
　　他の会社の仕入債務に対し、保証を行っております。

　　エスディーデバイス（株） 328,577千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引高及び営業取引以外の取引高
関係会社に対する売上高 2,179,097千円
関係会社からの仕入高 369,972千円
関係会社との営業取引以外の取引高（収入分） 66,729千円
関係会社との営業取引以外の取引高（支出分） 112,465千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　151,700株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰延資産 28,578千円
未払事業税 1,283千円

　賞与引当金 17,144千円
　未払費用 2,683千円
　関係会社株式 25,828千円
　棚卸資産評価損 20,349千円
　貸倒引当金 12,635千円
　その他 686千円
　　小計 109,191千円
　評価性引当額 △37,704千円
　　繰延税金資産合計 71,486千円
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＜法人税等の税率の変更による繰延税金資産の金額の修正＞
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する
等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に
開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産
の計算に使用する法定実効税率は前事業年度の計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に
開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については
30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％
となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額は5,192千円減少し、法人税等調整額が5,192千円増加し
ております。

６．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 会社等の名称 住所 資本金又は出資金
事業の内容

又は職業

議決権等の所有

（被所有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の

兼務等

事業上の

関係

子会社

S h i n d e n  
Hong Kong 
Limited

香港
HKD

2,000,000

電子部品

販売

（所有）

直接100.00
兼任1名

海外向け

当社商品

販売

海 外 向 け 当

社商品販売
1,390,053 売掛金 480,592

子会社

S h i n d e n  
Trading(Shan
ghai)Co.,Ltd.

中国
USD

200,000

電子部品

販売

（所有）

直接100.00
－

海外向け

当社商品

販売

配 当 金 の 受

取
18,904 － －

子会社

S h i n d e n  
(Thailand) 
Co., Ltd.

タイ
THB

4,800,000

電子部品

販売

（所有）

直接49.00
－

海外向け

当社商品

販売

配 当 金 の 受

取
47,475 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記各社への当社商品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額

1,779円56銭
⑵　１株当たり当期純利益

83円25銭
（注）当社は、平成27年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当事業年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して「１株当たり当期純利益」を算定しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
シンデン・ハイテックス株式会社

取締役会　御中
東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 村 　 健 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 瀧 口 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、シンデン・ハイテックス株式会
社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、シンデン・ハイテックス株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適
正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日
シンデン・ハイテックス株式会社

取締役会　御中
東陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 木 村 　 健 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 稲 野 辺 研 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 瀧 口 英 明 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、シンデン・ハイテック
ス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第21期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第21期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報
告書を作成し、以下の通り報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適
正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項
に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属
明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 39 －

監査役会の監査報告



２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月11日
シンデン･ハイテックス株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 若 島 勝 義 ㊞
社 外 監 査 役 佐 藤 裕 一 ㊞
社 外 監 査 役 久 田 　 仁 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営政策のひとつとして位置づけ、財政状態
や経営環境等を総合的に勘案し、必要な内部留保を確保しつつ、配当を実施していくことを基
本方針としております。当方針に基づき、第21期の期末配当をいたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金40円
　なお、この場合の配当総額は67,580,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成28年６月29日
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

①当社の成長戦略を確実に実行するため、事業の意思決定の迅速化、及び会社経営の協力・
分担・牽制をおこない、経営体制の強化を図ること、並びにコーポレート・ガバナンス
の一層の強化を図り、企業価値や経営の透明性をさらに向上させる経営基盤を構築する
ことを目的として、現行定款第18条（取締役の員数）を変更するものであります。

②コーポレート・ガバナンスの一層の強化のため、当社の監査体制の強化の基盤構築を目
的とし、現行定款第30条（監査役の員数）を変更するものであります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

第４章　取締役及び取締役会
（員数）
第18条　当会社の取締役は10名以内とする。

第５章　監査役及び監査役会
（員数）
第30条　当会社の監査役は５名以内とする。

第４章　取締役及び取締役会
（員数）
第18条　当会社の取締役は３名以上とする。

第５章　監査役及び監査役会
（員数）
第30条　当会社の監査役は３名以上とする。
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第３号議案　取締役12名選任の件
　取締役７名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制の強化を図ること、並びにコーポレート・ガバナンスの一層の強化
を図り、企業価値や経営の透明性をさらに向上させる経営基盤を構築することを目的として５
名増員し、取締役１２名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な
氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
所有する当社
の 株 式 数

１

し ろ し た 　 　 　 た も つ
城 下 　 保

（昭和20年３月27日）

【重任】

昭和45年４ 月 日本計算機株式会社　入社

140,800株

昭和49年１ 月 株式会社大沢商会（現：株式会社大沢商会
グループ）　入社

昭和59年７ 月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

平成５ 年４ 月 同社　取締役
平成７ 年６ 月 当社設立

代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

２

す ず き 　 あ つ し
鈴 木 　 淳

（昭和34年１月５日）

【重任】

昭和57年 ４月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

26,400株

平成 ８年 １月 当社　入社
平成17年 ８月 当社　本社営業本部本部長
平成18年 ６月 当社　取締役
平成20年 ６月 当社　常務取締役
平成27年 ６月 当社　取締役副社長（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

３

さ い と う 　 と し づ み
齋 藤 敏 積

（昭和26年９月16日）

【重任】

昭和60年10月 菱洋エレクトロ株式会社　入社

33,200株

平成 ７年 ７月 当社　取締役
平成12年 ２月 Shinden Hong Kong Limited　非常勤取

締役（現任）
平成12年10月 Shinden Hightex Korea Corporation　

非常勤監査役（現任）
平成27年６ 月 当社　常務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

Shinden Hong Kong Limited 非常勤取締役
Shinden Hightex Korea Corporation 非常勤監査役
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
所有する当社
の 株 式 数

４

と み ざ わ 　 　 　 あ き ら
富 澤 　 彰

（昭和25年８月23日）

【重任】

昭和49年４ 月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

15,200株
平成10年２ 月 当社　入社
平成22年６ 月 当社　取締役
平成27年６ 月 当社　常務取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

５

に し も と 　 じ ゅ ん い ち
西 本 順 一

（昭和25年12月11日）

【重任】

昭和49年 ４月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

5,000株
平成 ９年 ７月 株式会社アドテック　入社
平成12年 ８月 当社　入社
平成22年 ６月 当社　取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

６

な い と う 　 よ し ゆ き
内 藤 義 之

（昭和26年５月26日）

【重任】

昭和52年４ 月 上野製薬株式会社　入社

1,300株

昭和56年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社　入社
平成21年５ 月 日本アイ・ビー・エム株式会社より当社へ

出向
平成23年５ 月 当社　入社
平成23年６ 月 当社　取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

７

た む ら 　 や す し
田 村 　 祥

（昭和37年１月28日）

【新任】

昭和59年10月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

21,200株

平成 ７年10月 当社　入社
平成12年 ２月 Shinden Hong Kong Limited　非常勤取

締役（現任）
平成20年４ 月 当社　管理本部財務部統括部長
平成27年７ 月 当社　経理財務本部本部長（現任）
（重要な兼職の状況）

Shinden Hong Kong Limited 非常勤取締役

８

い い ぬ ま 　 や す ひ ろ
飯 沼 康 宏

（昭和35年３月26日）

【新任】

昭和60年 ４月 菱洋電機株式会社（現：菱洋エレクトロ株
式会社）　入社

6,000株

平成13年10月 当社　入社
平成21年 ７月 当社　東日本営業本部本社営業部統括部長
平成25年10月 当社　東日本営業本部副本部長
平成27年 ７月 当社　東日本第二営業本部本部長（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし
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候補者
番 号

ふ り が な
氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
所有する当社
の 株 式 数

９

え ん ど う 　 た か よ し
遠 藤 高 義

（昭和19年３月３日）

【新任】

昭和42年 ４月 東京電気株式会社（現：東芝テック株式会
社）　入社

400株

平成13年10月 当社　入社
平成20年 ４月 当社　東日本営業本部静岡営業所統括部長
平成25年10月 当社　特別営業本部副本部長
平成27年 ７月 当社　静岡営業本部本部長（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

10

お  ぐ  ら 　 こ う い ち
小 倉 浩 一

（昭和36年８月11日）

【新任】

昭和60年４ 月 日興通信株式会社　入社

2,100株

平成16年５ 月 当社　入社
平成24年１ 月 当社　東日本営業本部本社営業部統括部長
平成27年７ 月 当社　東日本第一営業本部本部長（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

11

お お そ ね 　 こ う ぞ う
大 曽 根 　 幸 　 三

（昭和８年11月10日）

【重任】

昭和31年４ 月 ミランダ・カメラ株式会社　入社

2,000株

昭和36年７ 月 ソニー株式会社　入社
昭和61年１ 月 同社　オーディオ事業本部長
平成 元 年６ 月 同社　常務取締役
平成 ２ 年６ 月 同社　専務取締役
平成 ６ 年６ 月 同社　代表取締役副社長
平成12年６ 月 アイワ株式会社　代表取締役社長
平成13年６ 月 同社　代表取締役会長
平成27年６ 月 当社　取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

該当事項なし

12

あ  や  べ 　 ひ で あ き
綾 部 秀 明

（昭和23年２月23日）

【新任】

昭和46年 ４月 日本計算機株式会社　入社

－

昭和49年 ５月 渡辺測器株式会社（現：グラフテック株式
会社）　入社

平成19年 ５月 同社　取締役　計測ＦＡ技術本部長
（重要な兼職の状況）

該当事項なし
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．大曽根幸三氏及び綾部秀明氏は、社外取締役候補であります。
３．(１)大曽根幸三氏を社外取締役候補者とした理由は、当社グループが属するエレクトロニクス

業界における上場企業の経営経験から、当業界に精通し、経営者としての幅広い知見を有
し、その経験及び知識をいかし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点より、
経営の監督とチェック機能を果たしていただけるものと判断いたしました。
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(２)綾部秀明氏を社外取締役候補者とした理由は、当社グループが属するエレクトロニクス業
界における企業の経営経験から、当業界に精通し、経営者としての幅広い知見を有し、そ
の経験及び知識をいかし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点より、経営の
監督とチェック機能を果たしていただけるものと判断いたしました。

４．大曽根幸三氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本
総会終結の時をもって１年となります。

５．当社は、大曽根幸三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。
また、綾部秀明氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役
員として同取引所に届け出る予定であります。
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第４号議案　監査役１名選任の件
　監査体制の充実・強化を図るため、監査役１名を増員することといたしたく、監査役１名の
選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な
氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）
所有する当社
の 株 式 数

わ た な べ 　 　 や す お
渡 邉 　 康 雄

（昭和29年９月27日）

【新任】

昭和52年４ 月 三菱電機株式会社　入社

200株

平成13年４ 月 同社　中部支社半導体部長
平成15年４ 月 株式会社ルネサス販売　西日本営業本部副

本部長
平成17年６ 月 同社　第四営業本部長
平成20年４ 月 菱電商事株式会社　ルネサス･三菱半導体

事業本部副本部長
平成21年 ６月 同社　取締役半導体・デバイス第二事業本

部長
（重要な兼職の状況）
該当事項なし

（注）監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上
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